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別添４ 

厚生労働科学研究費補助金（難治性疾患政策研究事業） 

R7年度 分担研究報告書 

腎疾患対策検討会報告書に基づく慢性腎臓病 (CKD)に対する 

地域における診療連携体制構築の推進に資する研究 

 

人材育成に関する研究 

 

研究分担者 柏原直樹 川崎医科大学 特任教授 

中川直樹 旭川医科大学 教授 

西尾妙織 北海道大学病院 教授 

旭 浩一 岩手医科大学 教授 

岩田恭宜 金沢大学 教授 

南学正臣 東京大学 教授 

福井 亮 東京慈恵会医科大学 講師 

廣村桂樹 群馬大学 教授 

丸山彰一 名古屋大学 教授 

猪阪善隆 大阪大学 教授 

和田 淳 岡山大学 教授 

脇野 修 徳島大学 教授 

深水 圭 久留米大学 教授 

要 伸也 杏林大学 客員教授 

山本直子 川崎医科大学 特任研究員 

 

研究要旨  

全国：CKD対策への保健師参画推進を目的とした「第 2回 保健師のための慢性腎臓病（CKD）対策 WEBセミ

ナー」を開催した。 

腎臓病療養指導士の育成と地域差是正を通じて、CKD診療連携体制の充実を目指して研究活動を行った。

具体的には、腎臓病療養指導士の第 8回認定試験（387名が新規資格取得）、資格更新（322名が資格更新）

を行い、地域差是正のための周知活動とともに、地域ごとに療養士の会の設立準備を進めた。また、厚労科

学研究費要班とも連携し、チーム医療の診療報酬化、多職種介入試験の追加解析を実施し、多職種による

標準教育プログラムの作成に向けた準備を行った。 

 

北北海道ブロック：北北海道ブロック代表・地区幹事と旭川市内の腎臓病療養指導士の Web 講演会を開催

し、現在の活動状況の共有、今後療養指導士を増加させるための方策について議論した。腎臓専門医が少

ない地域においては、腎臓病療養指導士の役割は大きく、腎臓病療養指導士の活動を広く多職種に共有し、

育成の促進が必要である。 

 

南北海道ブロック： 大学病院を中心に専門医と CKD連携医の育成が進み、特に連携医の育成が大きく前進

した。 

 

北陸ブロック：福井大学より JHAT（日本災害時透析医療協働支援チーム）に 1名が登録された。 

 

北関東ブロック： かかりつけ医、保健師、看護師、薬剤師、管理栄養士等を対象に、研修会、認定制度、

多職種組織化を推進した。山梨の病診連携医認定研修会、群馬の医療従事者向け研修会、長野・茨城の療養

指導士会等の基盤整備、栃木の県計画における人材育成方針の明確化を通じ、多職種協働を支える継続教

育基盤の形成が進んだ。 

 

東京ブロック：腎臓病療養指導士等を中心としたメディカルスタッフの会議体について、港区に加え区西

南部において立ち上げに向けた取組を実施した。多職種を対象とした講演会を開催し、参加者 46 名を得

た。 

 

南関東ブロック： CKD 対策を担う人材育成を目的に、医師・多職種向け教育を展開し、診療水準と連携力
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の向上を図った。 

 

東海ブロック：腎臓病療養指導士の取得を促進し、CKD診療連携体制への参画を推進した。特に、専門医不

在のエリアにおける腎臓病療養指導士の充足を目指す。 

 

中国ブロック：各県で新たな腎臓病療養指導士が認定された。管理栄養士、薬剤師、看護師、保健師を対象

とした勉強会を各地で開催した。 

 
四国ブロック：徳島県保健福祉部 健康寿命推進課とともに活動し、徳島県における医師、保健師を中心と
した人材育成をおこなった。地域における保健師への研修をおこなった。かかりつけ医にも同席してもらい、
多方面からの研修が実施可能となり有益であった。 
 

九州・沖縄ブロック：久留米市の CKD 対策では、検討委員会や校区イベント、専門医助言の運用を通じ

て、多職種の人材育成が進められた。保健師、かかりつけ医、腎臓専門医、糖尿病専門医が実践の中で連

携し、共通理解を深めることで、地域全体の対応力向上につながった。顔の見える関係の構築は、継続的

な相談や学びを支える基盤となり、CKD重症化予防を担う人材育成に寄与した。 

 

定点観測： 
熊本市：昨年度に引き続き、対面で熊本県腎臓病療養指導士連絡協議会定例会を開催。療養指導士同士が独
自案を出し合い、グループLINE立ち上げ、市民啓発の会についての振り返りと次回への改善点などをメーリ
ングリストで共有するシステムなど構築している。 
日本腎臓学会西部学術大会における活動報告を含めた講演を腎臓病療養指導士（薬剤師）が担当した。 
 
沖縄県南城市：市役所内の新人保健師に研修を実施した。 

 

Ａ．研究目的 

本研究では、先行する「腎疾患対策検討会報告

書に基づく CKD対策の推進に資する研究（令和 4

～6 年）」を引き継ぎ、2018年に発出された「腎

疾患対策検討会報告書」の“2028年の透析導入患

者数を 3.5万人以下にする”という全体目標を達

成するために、腎疾患政策研究班、日本腎臓学

会、日本腎臓病協会と連携して CKD対策の社会実

装を目指す。具体的には各都道府県における CKD

対策（普及啓発、連携体制構築、診療水準向上、

人材育成）の現状を把握し、重点介入エリアを中

心に行政・医師会と協力して好事例を参考とした

改善策を提案し、PDCAサイクルを回すことで全国

レベルでの CKD対策を推進する。その進捗は HP

を通して全国民に公開する。 

 特に人材育成に関する研究では、 

（1）CKD協力医制度の立ち上げ 

腎臓専門医機能を補足する CKD協力医制度の立ち

上げ 

（2）CKD診療に長けたメディカルスタッフの育成 

を目的とする。 

 

 

Ｂ．研究方法 

全国： 

(1)CKD 診療に長けたメディカルスタッフの育成 

 特にCKD対策への保健師の関与を促進するため、

腎臓専門医との意見交換会を開催する。 

(2)人材育成（腎臓病療養指導士の継続的な育成）：

第 9 回腎臓病療養指導士資格認定に向け、認定の

ための講習会の実施、研修記録の評価、試験応募お

よび試験の実施と認定などを順次進める。また、資

格更新対象者への更新作業を行う。 

(3)腎臓病療養指導士の地域差是正：各都道府県腎

臓病療養指導士の協議会（連携の会）を設立するた

めの準備を行い、その支援策について検討する。 

(4)診療報酬の普及と評価：当班の成果を中心とす

る CKDチーム医療に対するエビデンスが評価され、

2025 年 6 月より新たな診療報酬「慢性腎臓病透析

予防指導管理料」が算定開始となった。本算定を全

国に普及し、評価を行ってゆく。 

(5)多職種連携の推進とエビデンス構築と標準的

な教育プログラムの作成：厚生労働科学研究腎疾

患政策研究「慢性腎臓病（CKD）患者に特有の健康

課題に適合した多職種連携による生活・食事指導

等の実証研究（代表要 伸也）」（要班第 2期）にお

いて、前班のエビデンスに関して追加解析・追加調

査を行い、その結果に基づいて CKD チーム医療に

関する標準教育プログラムを作成する。 

 

北北海道ブロック：  

北北海道ブロックにおける腎臓病療養士の育成

を目指す。 

 

南北海道ブロック ：  

日本腎臓学会専門医育成を大学を中心に関連病

院と連携して行う。 

CKD 連携医をかかりつけ医との連携や啓蒙によ
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り育成する。 

 

北陸ブロック ： 

各地で人材育成がなされているが、北陸地方の

状況を調査した。 

 

北関東ブロック： 

各県で医療従事者向け研修会、病診連携医認定

研修、多職種講演会、療養指導士会の組織化等を実

施し、北関東ブロックにおける人材育成を継続し

て。特に、かかりつけ医、保健師、看護師、薬剤師、

管理栄養士等を含む多職種育成の推進を重視した。 

 

東京ブロック：  

CKD 診療に長けたメディカルスタッフの育成を

目的として、港区のみなと腎臓を守る会に続き、区

西南部（世田谷区、目黒区、大田区等）において、

日産厚生会玉川病院の今村吉彦先生を中心に、腎

疾患関連資格を有するメディカルスタッフの会議

体の立ち上げに向けた講演会を開催した。 

 

南関東ブロック：  

医師会研修、e-learning、症例検討会、多職種研

修を実施し、CKD協力医や地域コーディネーター育

成を進めた。 

 

東海ブロック ： 

腎臓病療養指導士の育成を目的として、各都道府

県単位で療養士同士の育成セミナーを開催する。

愛知県では、9月と 3月にセミナーの開催する。本

活動には、愛知腎臓財団の CKD 対策委員会内に小

委員会を設置し、協議を重ねている。 

 

中国ブロック： 

多職種による CKD 医療連携の発展には腎臓病療

養指導士の数を増やすこと、また腎臓病療養指導

士でなくても、メディカルスタッフのレベル向上

が重要である。 

今年度岡山県では医療従事者（看護師／保健師、

薬剤師、管理栄養士、愛育委員）を対象とした医療

従事者研修会を開催し、医療従事者の CKD に関す

る医療レベル向上を図った。 

①高梁市 高梁市愛育委員連合会研修会 

②備前保健所 愛育・栄養委員リーダー研修会 

③矢掛町 CKD検討会 6月、11 月の合計 2回 

④浅口市 栄養改善委員会研修会 

⑤CKDオンライン研修会 7月、11 月の合計 2回 

⑥医療費分析研修会 6月、2月の合計 2回 

 

四国ブロック： 

地域の保健師を対象に研修会を開催した。 

 

九州・沖縄ブロック ：  

久留米市では、人材育成を目的として、CKD対策

検討委員会を基盤に、腎臓・透析専門医、糖尿病専

門医、かかりつけ医、市保健師が協働する体制を整

備した。校区イベント、健康相談、二次検査運用、

書面による専門医助言を通じて、各職種が実践の

中で学び合う仕組みを構築した。対象者情報を用

いる際は匿名化し、個人情報保護に配慮した。 

 

定点観測： 

沖縄県南城市： 

南城市役所担当者にヒアリングを実施する。 

 

（倫理面への配慮） 

特に問題はない。 

 

 

C.研究結果 

全国： 

(1)CKD 診療に長けたメディカルスタッフの育成 

第 2回保健師のための慢性腎臓病（CKD）対策セ

ミナーを令和 8 年 2 月 28 日に WEB 開催し、800 名

を超える保健師の参加を得て、受診勧奨先として

の活用を推進するため CKD 協力医制度の情報を共

有した。 
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(2)腎臓病療養指導士の育成：2026 年 1 月 25 日に

第９回認定試験を実施、受験者 301 名中 299 名が

合格となった。今年度の資格更新者は 156 名であ

った。これにより 2026年 4月 1日現在の資格保有

者は 2,859名（前年比 224 名増）となった。また、

地域差是正と地域の実情に見合った育成・ 

(3)腎臓病療養指導士の地域差是正：支援を行うた

め、各都道府県の連携協議会の設立を進めた。すで

に 12 都府県で設立され,その他の複数の県で準備

中であるる。今後は各都道府県への設立を推進し、

J-CKDI ブロックとも連携を取りつつ、地域毎の活

動を強化し、療養士の育成や支援を一層進めてゆ

く。 

(4)診療報酬の普及と評価：当班の成果を中心とす

る CKDチーム医療に対するエビデンスが評価され、

2025 年 6 月より新たな診療報酬「慢性腎臓病透析

予防指導管理料」が算定開始となった。今後は、本

算定を全国に普及するとともに、次項の追加エビ

デンスの結果も踏まえて、算定状況の評価を行っ

てゆく。 

(5)多職種連携の推進とエビデンス構築：多職種連

携の多施設共同研究（全国の 24 施設、3015 名が参

加）により、多職種介入が CKDステージ G3～G5に

おいて腎機能悪化を抑制することを報告した（Abe 

M, Kaname S, Clin Exp Nephrol, 2023, Abe M, 

Kaname S, Front Endocrinol 2023, Abe M, Kaname 

S, Kidney Res Clin Pract 2025）。追加解析によ

り、ステージ G3bA1を含むオレンジゾーンの CKD患

者にも多職種介入が有効であること、介入前の腎

機能低下が大きい群で効果が見られること、介入

前の蛋白尿の程度によらず効果が見られることを

明らかにしている。R7 年度は、さらに多職種介入

の経済効果を検討し、透析予防により十分な費用

対効果が期待できることを見出した。また、多職種

連携エビデンス構築班において、教育プログラム

作成ＷＧを組織し、「多職種教育指導の手引き」お

よび標準的なプログラムを作成した。 

 

北北海道ブロック：  

2025年 7月 5日(土) 北北海道ブロック代表・地

区幹事と旭川市内の腎臓病療養指導士の Web 講演

会を開催した。現在の活動状況を共有し、今後療養

指導士を増加させるための方策について議論した。 

 

南北海道ブロック ：  

北海道大学病院は北海道の中で最も腎臓専門医

を輩出してる。 

CKD連携医に関しても、候補者が循環器内科医を

中心に育成されてきている。 

 

北陸ブロック ： 

福井県で、福井大学より JHAT（日本災害時透析

医療協働支援チーム）に 1名登録した 

 

北関東ブロック： 

・群馬県では、令和 7年度医療従事者向け慢性腎臓

病予防研修会に約 100 名が参加し、糖尿病性腎臓

病重症化予防プログラム研修会にも約 80名が参加

した。保健指導マニュアルの作成も進められ、保健

師等が活用しやすい資材整備が行われた。 

・栃木県では、県保健医療計画（8 期）において、

看護師、保健師、管理栄養士、薬剤師等の CKDに関

する基本的知識を有する人材育成が明示され、県

全体の人材養成方針が整理された。 

・山梨県では、CKD 病診連携医認定研修会を 2025

年 10〜12月に県内 5か所で開催し、医師（新規 27

名、更新 75名）、保健師、管理栄養士、薬剤師が参

加した。山梨県の病診連携医申請者数は計 153 名

に増加した。さらに、保健指導従事者研修会には約

45名が参加し、CKD基礎知識、減塩、多職種の取組

事例が共有された。 

・長野県では、長野県腎臓病療養指導士の会を基盤

に、医師、看護師、保健師、薬剤師、管理栄養士、

行政関係者まで参加可能な多職種コミュニティ形

成が進められた。県慢性腎臓病対策協議会による

支援や助成制度の検討も示された。 

・茨城県では、県内各地域で CKD関連講演会が多数

開催され、継続的な学習機会が提供された。加えて、

2025 年度を通じて 5 団体が連携して茨城県腎臓病

療養指導士会の設立準備を進め、2026 年 3 月の発

足に至った。 

 

東京ブロック：  

本地域では CKDEのみでは対象者が限られるため、

腎代替療法専門指導士、腎不全認定看護師、腎臓リ

ハビリテーション指導士など、腎疾患に関わる資

格を有する者および資格取得を目指す者を対象と

して開催した。参加者は 46名であり、世話人の選

定や会則案の作成を進めている。 

 

南関東ブロック：  

研修参加者数は増加し、CKD協力医や非専門医の

理解度向上が確認された。特に e-learning は時間

制約のある医師の参加を促進し、修了者の診療参画
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が進んだ。多職種研修では保健師や管理栄養士の関

与が強化され、受診勧奨や生活指導への連携が拡大

した。 

 

東海ブロック ： 

それぞれの研究会に、栄養士、薬剤師、看護師、

医師といった多職種が 30名程度集まり、専門職の

立場から問題となる症例について討論を行った。 

 

中国ブロック： 

①80名、②45名、③のべ 29名、④108名、⑤合

計 192名、⑥合計 89 名、の参加となった。 

各研修会でのアンケート調査の結果、各研修会

参加者にとって各研修会に対する満足度は非常に

高く、ほとんどが満足した、あるいはほぼ満足した、

と回答であった。 

 

九州・沖縄ブロック ：  

委員会の設置により、多職種が継続的に関与す

る基盤が形成された。校区イベントでは、保健師が

説明や保健指導を担い、医師が健康相談を行うこ

とで、現場での実践経験が蓄積された。また、一般

医と専門医、さらに保健師との間で依頼、助言、報

告の連携が繰り返されることで、地域全体の CKD対

応力向上が期待される体制となった。 

 

定点観測： 

熊本市： 
昨年度に引き続き、対面で熊本県腎臓病療養指導

士連絡協議会定例会を開催。療養指導士同士が独自
案を出し合い、グループLINE立ち上げ、市民啓発の
会についての振り返りと次回への改善点などをメ
ーリングリストで共有するシステムなど構築して
いる。 
日本腎臓学会西部学術大会における活動報告を

含めた講演を腎臓病療養指導士（薬剤師）が担当し
た。 
 

沖縄県南城市： 

新人保健師に慢性腎臓病患者への保健指導に関

して経験豊かな保健師による指導が行われた。 

 

 

D.考察 

全国： 

今後のCKD協力医制度の全国展開を見据えて、CK

D診療に積極的な保健師を対象とした全国講演会を

WEB開催し、CKD協力医制度についての情報を共有し

た。保健師からの受診勧奨先としてCKD協力医は適

切であり、患者ごとに最適な管理体制へトリアージ

することが可能となる。 

腎臓病療養指導士の増加により、CKD療養指導の

知識・技能を有し、チーム医療を支えるメディカル

スタッフの育成が進みつつある。しかし、いまだそ

の人員数は不足しており、活躍の場も十分ではな

い。今後は、地域偏在も考慮したさらなる育成を進

めるとともに、腎臓専門医と連動した地域活動、糖

尿病療養指導士等の他の療養士との連携を推進し

ていく必要がある。診療報酬が認められたことに

より、さらなるチーム医療の推進が期待され,経済

効果が見られたことから、加算の拡充が期待され

る。今後は、人材育成と多職種連携の推進、効果的

な教育プログラムの開発により、より質の高い多

職種チーム指導が普及することが期待される。 

 

北北海道ブロック：  

北北海道ブロックのように、腎臓専門医が少な

い地域においては、腎臓病療養指導士の役割は大

きく、腎臓病療養指導士の活動を広く多職種に共

有し、育成を促進する必要がある。また、腎臓病療

養指導士のモチベーション維持のためにも、療養

指導士間の情報交換や活躍の場を提供していく必

要がある。地域における「腎臓病療養指導士の会」

の設立も検討したい。 

 

南北海道ブロック ：  

腎専門医に関しては、北海道には腎専門医がま

だまだ不足しており、一人でも多くの腎専門医育

成のために腎臓病を学ぶ楽しさ、腎臓病の重要度

をアピールしていく事が大切である。また、魅力的

なプログラムの構築も必要であると考える。 

CKD連携医の育成に関しては、多くの講演会でグ

ループディスカッション場を設けたことにより、

大勢にはできない質問などを直接腎専門医にでき

たことなどから、飛躍的に進んだと考えられる。 

 

北関東ブロック： 

2025年度は、専門医のみならず、かかりつけ医、

保健師、看護師、薬剤師、管理栄養士等を含む多職

種育成が各県で進められた。単発講演会にとどま

らず、認定制度、研修会、療養指導士会等の継続的

学習基盤へと発展している点が特徴である。北関

東ブロックとしては、こうした多職種育成の基盤

を相互に参照可能な形で共有し、地域で機能する

人材育成モデルとして発展させることが重要であ

る。 

 

東京ブロック：  

区西南部のみならず港区においても、CKDE に限

定せず幅広い職種の参加を可能としており、診療

連携の質の向上を支えるマンパワーの確保に寄与

している。一方で、都内全体をカバーする枠組みの

構築には課題がある。このため、地域単位でのボト

ムアップ型の取組を積み重ねていくことが現実的

と考えられる。また、将来的には他疾患領域との連

携も視野に入れた取組の展開が期待される。 
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南関東ブロック：  

人材育成は CKD対策の基盤であり、専門医不足地

域では非専門医・多職種の役割拡大が重要である。

e-learning は普及性に優れる一方、実践力向上に

は対面研修や症例共有が不可欠である。継続的教育

と活動機会の提供により、学習成果を地域医療に定

着させる仕組みが求められる。 

 

東海ブロック ： 

腎臓病療養指導士の適切な時期における適切な

介入は患者さんの満足度を満たすと共に、CKDの進

展阻止に有用であると考えられた。 

 

中国ブロック： 

CKD診療に深く関わる医療従事者には、看護師／

保健師、薬剤師、管理栄養士があるが、それぞれそ

の専門性が異なっている。自身の職種において、

CKD 患者にできる最新の医療、あるいは、医師診療

との連携を高めるために、情報収集を研修機会は

多ければ多いほうがよい。人事異動などで新しく

CKD 対策に従事する人が増減するため、前年度まで

に研修会を開催した市町村においても、継続した

人材育成プログラムの運営が欠かせない。かつ、昨

年度まで開催できていなかった市町村へ新たに研

修会を開催できるよう各市町村役場へ働き掛けて

いくことが、CKD対策を拡充していくために重要で

ある。今年は、浅口市で初めて栄養改善委員の方を

対象とした研修会を行うことができた。岡山県内

でこれまでに一度も研修会行えていない市町村は、

残り 5市町村（全体が 27市町村）となった。 

お互いの専門性を活かした効率よい医療連携の

ために、お互いの職種の特徴・強みなどを知ること

も重要であり、1回の研修会において様々な職種か

らの講演を取り入れた。3年前から⑤CKD オンライ

ン研修会において、医師 2名（保存期 CKD管理につ

いて、および、腎代替療法について）、薬剤師、管

理栄養士、看護師に加えてソーシャルワーカーに

よる講演を加えたことで、CKD の保存期から腎代替

療法までの広範な CKD 対策についての知識の共有

とともに、複雑な社会制度についての知識を得る

ことができる機会となった。これも重要な多職種

連携と考えられる。これら研修会の参加人数も、過

去最高数となっており、人材育成が徐々に進んで

きていることがわかった。 

岡山県には腎臓病療養指導士が昨年度まで 66名

いた。今年度もさらに指導士の増加が達成できて

いる。上記の取り組みなどを踏まえて、各エリアで

CKD 診療のリーダーや核となるべき人材育成が

徐々に進んでいる成果の現れと考えられる。 

 

四国ブロック： 

年 1回であるが、こうしたかかりつけ医、専門医を

交えた研修会は CKD を専門とする保健師の人材開

発に有効と考えられた。その一方で、普段から地域

における保健師とかかりつけ医との間の連携がな

いとこうした研修会も保健師のみが対象に終わり

その意義がうすれてしまう。後述の CKD 二次診療

医へのアンケート調査では、CKD二次診療医と地域

保健従事者（保健師等）との連携の有無に関しては

７９％がないと回答されていた。この保健師、かか

りつけ医間の連携の強化が課題と考えられる。ア

ンケートの自由記載において、連携の実際例とし

ては、医師会の事業（腎症予防）で連携している、

糖尿病腎症予防連絡会議等で町行政と医師会が密

接な関連がありお互い協力しあっている、市から

年に１度説明にくる、医師が市の保健師より年間

数例追加検査を依頼を受けるなどが挙げられてい

たので、こうした機会を利用することが重要と思

われた。 

 

九州・沖縄ブロック ：  

本取り組みは、市民啓発や診療支援に加え、地域

で CKD 対策を担う人材の育成にも寄与したと考え

られる。特に、専門医、一般医、保健師が共通の情

報をもとに連携することは、知識の共有と実践的

能力の向上につながる。さらに、顔の見える関係の

構築は、継続的な相談や学びを支える重要な基盤

である。一方で、人材育成効果を定量的に示す指標

の整備は今後の課題である。 

 

定点観測： 

沖縄県南城市： 

保健指導スキルの維持、継承のため指導内容の

標準化が重要だと考えられる。慢性腎臓病療養指

導士の資格取得なども検討する必要がある。 

 

 

E.結論 

全国： 

 CKD 協力医制度の情報を CKD 診療に積極的な保

健師と共有した。 

腎臓病療養指導士を中心とする CKD 診療メディ

カルスタッフの育成とその効果検証、および効果

的な教育プログラム作成により、質の高い多職種

連携・チーム医療が全国に普及し、腎臓病診療の水

準向上に寄与することが望まれる。 

 

北北海道ブロック：  

今後も継続して人材育成を行い、CKD診療におけ

る診療連携体制の構築に資するように、各地域で

の更なる活動の支援が重要である。 

 

南北海道ブロック ：  

腎専門医・CKD連携医育成のために一層の努力を

続ける。 
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北関東ブロック： 

2025 年度の人材育成は、多職種協働を前提とし

た継続教育体制の整備段階に入り、地域で機能す

る教育基盤の形成が進んだ。 

 

東京ブロック：  

先行事例を横展開し、地域単位での CKD 診療メ

ディカルスタッフの会議体の拡充を図る。 

 

南関東ブロック：  

CKD 人材育成は一定の成果を示しており、今後は

継続教育と役割明確化により地域完結型医療を支

える人材基盤強化が重要である。 

 

東海ブロック ： 

集約的治療の実現のため、地域の腎臓病療養指導

士の育成を行った。同時に、他職種連携の有効性を

普及啓発した。 

 

中国ブロック： 

岡山県での人材育成は確実に進んでいると考え

られた。 

 

四国ブロック： 

CKD 専門の保健師を始めとしたコメディカルの

育成には多方面の職種が参加する研修会が望まし

い。コメディカルと地域かかりつけ医の連携の構

築が今後の課題である。 

 

九州・沖縄ブロック ：  

久留米市の CKD対策は、多職種連携の実践を通

じて、保健師、一般医、専門医の育成と連携強化

に寄与した。こうした人材育成は、地域における

CKD 重症化予防の持続的推進に不可欠であり、今

後も継続的な教育・連携体制の充実が求められ

る。 

 

定点観測： 

沖縄県南城市： 

南城市や連携施設の慢性腎臓病患者重症化予防

に関わる医療者に対する継続的な教育を行うこと

が重要だと考えられる。 
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なし 
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